　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　殿
住所　〒　　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　
共同研究申込書
　　下記のとおり，共同研究を申し込みます。
記
	１　研究題目
	　

	２　研究目的
	　

	３　研究内容
	

	４　研究期間
	　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	５　研究実施希望場所
	　

	６　研究に要する経費の負担額（消費税及び地方消費税含む。）
注１，注２，注３，注４
	年度
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	計

	
	直接経費
	　　
	　
	　
	　

	
	間接経費
	
	
	
	

	
	研究料
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	

	
	□　経費について別紙内訳あり

	７　研究に従事する民間等の研究者（民間等共同研究員を除く。）
　　□分担型
　（分担型も記載のこと）
	所属
	職名
	氏名
	役割分担

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	８　民間等共同研究員
注４
	所属
	職名
	氏名
	役割分担

	
	
	
	
	

	９　希望する研究担当者
	所属
	職名
	氏名
	役割分担

	
	　
	　
	　
	　

	１０　提供設備等
	　

	１１　業種および規模
注５
	　
☐　別添１のとおり

	１２　その他
	　


注１　研究期間が３年を超える場合は，「６　研究に要する経費の負担額」の欄を適宜追加してください。
注２　長崎大学共同研究取扱規程第８条第３項第２号の規定により間接経費の額を標準額と異なる額にする場合には，間接経費の積算方法が定められている規則など特別な事情を証明する社則等の書類を添付してください。
注３　直接経費の内訳を記載する場合は，別紙内訳を添付してください。なお，直接経費の内訳については，本学研究担当職員と事前に協議の上記載してください。　
注４　民間等共同研究員とは，民間機関等において，現に研究業務に従事しており，共同研究のために在職のまま本学に派遣される者をいいます。民間等共同研究員を派遣する場合は，１人につき年額４２万円（月割計算は行わない）の研究料を納付ください。
注５　別添１をご参照の上ご記入下さい。
別紙内訳

研究題目

（単位：円）
	
	年度
	年度
	年度
	計

	１．直接経費
	
	
	
	

	
	（１）研究担当教員充当経費
	
	
	
	

	
	（２）設備備品費
	
	
	
	

	
	（３）消耗品費
	
	
	
	

	
	（４）旅費
	
	
	
	

	
	（５）謝金
	
	
	
	

	
	（６）役務費
	
	
	
	

	
	（７）研究協力者人件費
	
	
	
	

	
	（８）その他直接的経費
	
	
	
	

	
	小計（２）～（８）
	
	
	
	

	２．間接経費
（直接経費の３０％）
	
	
	
	

	３．研究料
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


（注）　内訳の項目については，必要に応じて項目の追加・修正を行って下さい。
（注）　研究協力者人件費とは，本学において共同研究の運営に専ら従事する者の人件費です。
（注）　経費が発生しない項目は０と記載してください。





[bookmark: _Hlk231995116]別添１

[bookmark: _Hlk231896839]共同研究申込者の主たる業種および規模について，以下の分類に基づき共同研究申込書の１１に記載下さい。もしくは，申込書の「別添１のとおり」にチェックいただき，以下の該当箇所にチェックを入れ，共同研究申込書と併せてご提出いただいても構いません。なお，申込者が民間企業以外の法人・団体等や外国企業（本店住所が外国にある企業）である場合は，業種および規模のご記載は不要です。


　共同研究申込者の主たる業種（日本標準産業分類による）
	業種名
	業種名

	☐	Ａ　農業、林業
	☐	Ｋ　不動産業、物品賃貸業

	☐	Ｂ　漁業
	☐	Ｌ　学術研究、専門・技術サービス業

	☐	Ｃ　鉱業、採石業、砂利採取業　
	☐	Ｍ　宿泊業、飲食サービス業

	☐	Ｄ　建設業
	☐	Ｎ　生活関連サービス業、娯楽業

	☐	Ｅ　製造業
	☐	Ｏ　教育、学習支援業

	☐	Ｆ　電気・ガス・熱供給・水道業
	☐	Ｐ　医療、福祉

	☐	Ｇ　情報通信業
	☐	Ｑ　複合サービス事業

	☐	Ｈ　運輸業、郵便業
	☐	Ｒ　サービス業（他に分類されないもの）

	☐	Ｉ　卸売業、小売業
	☐	Ｓ　公務（他に分類されるものを除く）

	☐	Ｊ　金融業、保険業
	☐	Ｔ　分類不能の産業


業種の分類についての詳細は、政府統計の総合窓口（https://www.e-stat.go.jp/classifications/terms/10）または総務省の統計基準等（https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/kijun.htm）を参照ください。


　共同研究申込者の規模（中小企業基本法および産業競争力強化法による）
	規模の分類
	定義

	☐	大企業
	中小企業者でない会社または個人で従業員数が2,000人超

	☐	中堅企業
	中小企業者でない会社または個人で従業員数が2,000人以下

	☐	中小企業
	以下のいずれかに該当する会社または個人
①製造業その他（②～④を除く）　資本金3億円以下または常時使用する従業員数300人以下
②卸売業　資本金1億円以下または常時使用する従業員数100人以下
③サービス業　資本金5千万円以下または従業員数100人以下
④小売業　資本金5千万円以下または常時使用する従業員数50人以下



